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1. 研究の背景 

 全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊

重し合いながら共生する社会の実現に向け、障害を理由とする差別の解消を推進するこ

とを目的として、2013 年 6 月、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（「障

害者差別解消法」）が制定された。当該立法では、「社会的障壁の除去の実施についての

必要かつ合理的な配慮に関する環境の整備」として、第５条で「行政機関等及び事業者

は、社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的な配慮を的確に行うため、自ら

設置する施設の構造の改善及び設備の整備、関係職員に対する研修その他の必要な環境

の整備に努めなければならない」と規定している。そこで、2016 年４月からの当該法律

の施行にともない、行政機関、教育機関、事業所等さまざまなところが、障害のある人々

に対して必要な環境整備などの配慮を行うこととなった。障害の有無にかかわらず、個

人個人が尊重され、安心して生活が送れるような地域社会の実現に向けて、社会全体が

取り組まなければならない時代になっている。 

 これまでの障害者福祉政策を振り返ると、障害のある人々の暮らしをいかに支えてい

くかということに主眼が置かれて来た。別言すると、所得保障や医療保障など衣食住と

いった生活の基盤をいかに整えていくかということが大きな課題であった。言うまでも

なく、これらの生活基盤の整備は、憲法で定められた最低限度の生活を国が保障してい

くうえでは、これからも障害者福祉における中核的課題であり続けなければならないだ

ろう。ただその一方で、人々の暮らしは衣食住だけ満たされていればいいというわけで

はなく、個人をとりまくさまざまな人々との交流や、社会の中での役割分担、余暇活動

の充実といった多様な要素が総合的に充実して、はじめて尊厳ある生活が可能になる。

障害者差別解消法の施行は、生活の中の衣食住以外の部分が改善され充実していくうえ

での布石となることが期待される。 

 とはいえ、差別解消法が施行されたことにともない、障害者の日常生活が即豊かにな
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るということではない。障害者福祉制度においては、障害のある人が福祉サービスを受

ける際に、行政にサービス利用の意向を申請し、必要に応じて障害程度区分の認定を受

けてサービスを利用する。限られた財源の中で効率的かつ効果的にサービスを提供して

いくために、市内の指定相談支援事業所が個別に作成する「サービス等利用計画」に基

づいてサービスを受けることになる（計画相談）。個々の福祉事業所は、このサービス等

利用計画の内容に沿って個別支援計画を作成し、実際にサービスを提供していくことに

なる。 

 したがって、サービス等利用計画を作成する際に、作成者である相談支援専門員が、

対象となる障害者の生活全般をあらゆる角度から総合的にみることができなければ、本

人のライフ（生活、人生、生命）を豊かなものにすることは難しくなる。すなわち、相

談支援専門員が対象者の衣食住の充足だけに目を奪われてしまえば、障害者の生活の質

の向上には結びつかないだろう。また、実際にサービスを提供する福祉事業所内におい

て、必要なサービスを提供するうえでの課題がある場合は、質の良いサービス提供も難

しくなる。 

 北九州市が 2014 年に市内に住む障害児者を対象に実施した「北九州市障害児・者等

実態調査」では、「買い物」以外の社会活動に障害児・者がほとんど参加していないこと

が明らかになっている。一方で、今後参加したい社会活動としては、スポーツや文化活

動、ドライブや旅行等、多様な活動が挙げられている。今後、これらのニーズをどのよ

うに満たすことができるのかが、共生社会を実現するうえでは重要な課題となるだろう。 

 

2. 目的 

 本研究の目的は、①北九州市内で障害者の計画相談にたずさわっている専門職の、身

体を動かすレクリエーション活動やスポーツ活動に対する認識を明らかにすること、お

よび②障害をもつ子どもたちにサービスを提供している放課後等デイサービスの、身体

を動かすレクリエーション活動やスポーツ活動に対する認識や、実施するうえでの課題

に対する認識を明らかにすることである。 

 2020 年に東京オリンピック・パラリンピックが開催されることをきっかけに、車椅子

バスケットボールや車椅子テニス等の障害者スポーツが注目されるようになってきた。

このような流れの中で、障害のある人々が身体を動かしたり、スポーツに参加すること

の意義や必要性が議論される機会も増えてきた。また、差別解消法の施行により、障害

児者が地域で障害のない人と同様に地域でスポーツ活動やレクリエーション活動を楽し

める環境が整うことが期待される。しかし、実際にはハード面・ソフト面でいくつかの

課題があると考えられる。本研究では具体的にどのような事柄が課題として挙げられる
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のか、北九州市内の状況について明らかにしていきたい。 

 

3. 方法 

１）相談支援事業所を対象としたアンケート調査 

 2016 年２月に北九州市内にあるすべての相談支援事業所（68 ヶ所）に調査票を３部

ずつ郵送し、事業所においてサービス等利用計画の作成に携わっている相談支援専門員

全員からの回答を求めた。回答者の匿名性を担保するために、回答済みの調査票は事業

所名も含め無記名で返信するように配慮した。返送された調査票は回答者番号を付与し、

統計的に処理した。 

 質問項目は、回答者の対人援助職としての経験年数、過去１年間のサービス等利用計

画の作成状況、計画作成対象者の概要、計画の中にどの程度身体を動かすプログラムを

入れているか、障害者の余暇活動に対する認識、地域の障害者スポーツの取り組みに関

する課題認識等である。最後の自由記述も含め、全部で 11 項目からなる。なお、配布し

た調査票のサンプルは、末尾の「参考資料」を参照されたい。 

２）放課後等デイサービス事業実施施設を対象としたアンケート調査 

 2016 年２月に北九州市内で放課後等デイサービス事業に取り組んでいるすべての事

業所（69 ヶ所）に調査票を１部ずつ郵送し、放課後等デイサービス事業のプログラム責

任者１名からの回答を求めた。回答者の匿名性を担保するために、回答済みの調査票は

事業所名も含め無記名で返信するように配慮した。返送された調査票は回答者番号を付

与し、統計的に処理した。 

 質問項目は、過去１年間の登録者数、利用者数、利用者の障害程度および学年、プロ

グラム全体における身体を動かすプログラムの割合と実施場所、身体を動かすプログラ

ム導入についての将来的な見通し、スポーツをプログラムに取り入れるうえでの課題、

障害者スポーツセンターに対する希望等である。最後の自由記述も含め、全部で 14 項目

からなる。なお、配布した調査票のサンプルは、末尾の「参考資料」を参照されたい。 

 

4. 結果 

１）相談支援事業所を対象としたアンケート調査 

  調査票を配布した 68 ヶ所の事業所のうち、29 ヶ所から回答があった（回収率 42.6％）。

回答者は全部で 49 名（１事業所あたり 1.38 名の相談支援専門員が回答）、有効回答率は

質問項目ごとに出している。以下は各質問項目について得られた単純集計の結果である。 

 

 ①2015年に回答者が担当して初回のサービス等利用計画が完成した件数について47名か
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ら回答があった。なお、他の職員と共同で作成した（している）場合も数に含めている。

その結果、一人当たり平均で 43.9 人（有効回答率 95.9%、SD=44.5、最小値 1、最大値

193）であった。 

 

 ②サービス等利用計画作成対象者の内訳については、49 名が回答しており、そのうち２

名は無回答であった。なお、未確定・未診断の障害は除外しており、障害が複数ある場

合については、該当する障害すべてに含めている。 

 回答の詳細を図表１に表した。図表を見ると、回答者の 26.5％が、対象者の 76％以上

の対象者に知的障害があると答えていることがわかる。また、回答者の 53.1%は、対象

者の４分の１程度に発達障害がみられると回答している。全体的には知的障害と発達障

害が身体障害や精神障害より若干多く、難病が少ないことがわかる。 

 

 
 

 ③サービス等利用計画作成対象者の年齢層については、46 名が回答している。回答者の

平均は児童が 12.4 名（SD=40）、20 代が 3.8 名（SD=5.5）、30 代が 6.3 名（SD=7.0）、

40 代が 10.3 名（SD=12.7）、50 代が 7.0 名（SD=8.9）、60 代が 4.4 名（SD=8.8）であ

った。児童と 40 代が多く、20 代と 60 代が比較的少ないことがわかる。ただし、児童の

場合は標準偏差が大きいことから、児童の計画作成を専門的に行っている回答者が含ま

れていたことが推測される。 

26.5

14.3

30.6

20.4

69.4

42.9

22.4

14.3

53.1

26.5

14.3

12.2

22.4

10.2

0.0

2.0

20.4

12.2

4.1

0.0

10.2

26.5

16.3

8.2

0.0

4.1

4.1

4.1

4.1

4.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①身体障害

(N=49)

②知的障害

(N=49)

③精神障害

(N=49)

④発達障害

(N=49)

⑤難病

(N=49)

図表１ 登録者の障害種別割合

０％ １～２５％ ２６～５０％ ５１～７５％ ７６～１００％ 無回答
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 ④次に、サービス等利用計画の中にどの程度身体を使うスポーツ・レクリエーション活動

を含めているか、障害別に尋ねた結果を図表２に示している。各障害とも、回答者の多

くがサービス等利用計画の中に身体を使うスポーツ・レクリエーション活動を全く含め

ていないことがわかる。身体障害（状態によっては難病も含め）の場合は、身体を使っ

たレクリエーションが実質的に難しいことが多いと推測されるが、精神障害や発達障害

はそのような特性を持つ身体障害の場合よりも、計画の中に身体を使うスポーツ・レク

リエーション活動を全く含めていないことが多くなっている。知的障害については他の

障害に比べれば、計画の中に身体を使うスポーツ・レクリエーション活動を含める回答

者が多いものの、半数以上のケースで含めていると答えた回答者は３割程度にとどまっ

ている。 

 

 

 

 ⑤質問④において身体障害と難病以外で 0％としている理由を尋ねた結果を図表３に示し

た（複数回答）。回答者は 39 名である。 

   もっとも多い回答は「本人が望んでいない」（38.5%）であった。サービス等利用計

画は、本人の意向を尊重する必要があるため、本人が身体を動かすような余暇活動を

計画に含めることを望まなければ、計画の中に含まれることはない。言い換えれば、

サービス等利用計画を作成する際に、相談支援専門員が本人の意向を可能な限り尊重

しようと努めていることの表れということになる。次に多かった回答は「身体を動か

41.2

35.0

53.1

59.5

69.2

44.1

35.0

34.4

21.6

15.4

0.0

12.5

3.1

5.4

0.0

0.0

2.5

6.3

2.7

0.0

14.7

15.0

3.1

10.8

15.4

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①身体障害

(N=34)

②知的障害

(N=40)

③精神障害

(N=32)

④発達障害

(N=37)

⑤難病

(N=13)

図表２ サービス等利用計画のレク活動の割合

０％ １～２５％ ２６～５０％ ５１～７５％ ７６～１００％ 無回答
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すことではない余暇活動を計画に含めている」（17.9%）であった。余暇活動そのもの

の必要性を否定しているわけでないと推測される。具体的にどのような余暇活動を含

めているのかということについては、今回は明らかにできなかった。 

 

  

 ⑥実際にスポーツ・レクリエーション活動をサービス等利用計画に含める場合に、サービ

スを提供する支援機関として具体的にどのような事業所、個人を指定しているかを尋ね

たところ 49 名から回答が得られた（複数回答）。その結果を示したものが図表４である。 

  もっとも多かった回答が「障害者スポーツセンター（アレアス）」（51％）であり、「民

7.7 

17.9 

38.5 

2.6

5.1

7.7

12.8

12.8

10.3

0 20 40 60

余暇活動をサービス等利用計画に

含める必要性は感じられない

身体を動かすことではない余暇活動を

サービス等利用計画に含めている

本人が望んでいない

保護者が望んでいない

スポーツやレクリエーション活動を

している支援機関の情報がない

スポーツやレクリエーション活動を

している支援機関が近くにない

必要性は感じているが、どのように

サービス等利用計画に含めていいか

わからない

余暇活動よりも本人に必要なことが

他にたくさんある

その他
(複数回答)

[%]

全体(N=39)

図表３ サービス等利用計画にレク活動を含めなかった理由
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間の体育館等」（44.9%）、「就労支援事業所」（42.9%）がそれに続いて多い。 

 

  

 ⑦環境が整った場合、身体を使うスポーツ・レクリエーション活動を障害の程度に応じて

サービス等利用計画の中で増したいという希望があるかという問いに対しては、49 名が

回答しており、図表５のような結果が得られた。 

  「とてもある」と「少しある」を合わせると、85.7％が身体を使うスポーツ・レクリエ

ーション活動をもっと計画の中で増やしていきたいと考えていることがわかる。一方で、

環境が整ったとしても、このような活動を支援計画に増やしていくことは無いと認識し

ている回答者は 15%にも満たなかった。換言すると、環境整備の点で課題があると考え

26.5 

16.3 

42.9 

28.6 

0.0 

51.0 

44.9 

22.4 

0.0 

22.4 

18.4 

0 20 40 60

放課後等デイサービスを

実施している事業所

グループホーム

就労支援事業所

地域生活支援事業を行っている事業所

相談支援事業所

（地域移行支援・地域定着支援を

実施している事業所）

障害者スポーツセンター「アレアス」

民間の体育館、プール、スポーツジム等

家族や友人

特に想定していない

その他〈具体的に〉

計画にレクリエーション活動を

含めていない

（質問４がすべて０％）

(複数回答)

[%]

全体(N=49)

図表4 想定する支援機関
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ている回答者が多かったということになる。 

 

 

 

 ⑧上記質問⑦において「とてもある」「ある」と回答した理由について尋ねたところ、「本

人の身体機能の向上によい」からがもっとも多く 95.2%であった（図表６参照）。 

 

 

  一方、質問⑦において「あまりない」「まったくない」と回答した者は７名であったが、

その理由としては、「本人が希望していない」が多かった（図表７参照）。 

38.8 46.9 6.1 8.2 0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N=49)

図表５ レク活動増加意向の有無

とてもある 少しある あまりない 全くない 無回答

95.2 

11.9 

28.6 

26.2 

0 20 40 60 80 100

本人の身体機能の維持・向上によい

保護者からの希望にそえる

障害児者の権利として

自宅や学校での活動では不十分

(複数回答)

[%]

全体(N=42)

図表６ レク活動を増やしたい理由
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 ⑨本調査では、回答者の実務歴の長さも尋ねている。回答者 49 名の相談支援業務（日常

生活の自立に関する相談に応じ、助言・指導の支援を行う業務）の平均年数は 3.5 年

（SD=4.0）、直接支援業務（入浴・排泄・食事等の介護、介護に関する指導の業務）の

平均年数は 9.1 年（SD=9.4）であり、合わせると平均で 12.6 年（SD=8.7）の実務歴で

あった。 

 

 ⑩図表８は、回答者の保有している資格である（複数回答）。もっとも多かった資格が社

会福祉士（40.8%）、続いて介護福祉士（34.7％）および社会福祉主事（34.7％）、次い

で精神保健福祉士（28.6%）であった。 

 

71.4 

0.0 

14.3 

14.3 

14.3 

0 20 40 60 80

本人が希望していない

保護者が希望していない

自宅や学校での活動で十分

余暇活動は

計画の中に含む必要はない

他のことを優先すべき
(複数回答)

[%]

全体(N=7)

図表７ レク活動を増やしたくない理由

40.8 

28.6 

34.7 

24.5 

0.0 

4.1 

0.0 

0.0 

16.3 

16.3 

0.0 

0.0 

34.7

16.3
6.1

0 20 40 60

社会福祉士

精神保健福祉士

介護福祉士

保育士

作業療法士

看護師

保健師

臨床心理士

ケアマネージャー

ホームヘルパー

理学療法士

栄養士

社会福祉主事

その他

とくに資格はもっていない (複数回答)

[%]

全体(N=49)

図表８ 取得資格
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 ⑪調査票の最後に、自由記述欄を設け、サービス等利用計画の中にスポーツやレクリエー

ション活動を含めることについての意見を募った。その結果、積極的に取り入れて行き

たいという希望が寄せられた。以下にコメントの一部を紹介しておく。 

 主に児童発達支援センター、保育所等訪問支援を利用する子どもたちへの計画相談を

行ったので、スポーツ・レクリエーション活動については計画の選択肢に考えていな

い。今後対象児が変われば、検討して行きたい。 

 

 利用者の体重増加傾向や高齢化に伴う体力減等を考え、身体を動かす（散歩等を含む）

ことが、とても大切だと思っているので、出来る限り利用計画等に取り入れるように

している。 

 

 身体を動かすこと、人とのふれあいを感じて欲しいと思っている。観戦であったり、

競技者であったり、その場の臨場感も体感して欲しい。 

 

 ダンスや軽い運動のプログラムは児童は多いが、サークル含め障害者は少ない。情報

提供したいが、ホームページや広報が少ないため、積極的な提案ができない。アレア

ス含め、公共交通機関が使いづらい。 

 

 サービス等利用計画の中に記載することにより、本人及び周囲の支援者へ本人の生活

意向が伝わると思われる。そのような意味では含めることは良いことだと思う。 

 

 本人の希望に基づいて計画を立てるため、本人の希望が無ければ計画に盛り込んでい

ない。ただ、今回のアンケートを通してスポーツ・レクリエーションについて計画に

反映させるといった点で考えさせられた。 

 

 スポーツ・レクリエーションに特化した事業所が少ない気がする。訪問リハビリも期

間限定になりがちなので、そういうサービスが増えるのはありがたい。 

 

 いろいろな経験ができ、よい刺激になると思うので、よいと思う。 

 

 一人一人の身体機能の維持、身体を動かすことによる脳の活性化を図るとともに、心

身の健康、余暇活動の充実を促していきたいというニーズをもとに、計画の中に含め

ている。 
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２）放課後等デイサービス事業実施施設を対象としたアンケート調査 

  調査票を配布した 69 ヶ所の事業所のうち、33 ヶ所から回答があった（回収率 47.8％）。

有効回答率は質問項目ごとに出している。以下は各質問項目について得られた単純集計

の結果である。 

 

 ①回答のあった 33施設の 2016年１月末時点の全登録者数の平均は、18.2名（SD=13.7）。

もっとも多いところで 50 名、もっとも少ないところで１名のところがあった。 

 

 ②2016 年１月に実際にサービスを利用した児童の平均人数は、31.8 名（SD=54.4）であ

った。当該質問の意図は、登録しているが実際にはサービスを利用していない児童を把

握する目的であったが、利用者数が全登録者数を上回っている理由として、延べ人数を

記載した回答者がいることが考えられる。 

 

 ③2016 年１月平日の１日当たりの平均サービス利用者数は、８名（SD=5.1）であった。 

 

 ④長期休暇等、平日以外の１日当たりの平均サービス利用者数は、7.8 名（SD=4.5）であ

り、平日の利用と大きな差は無かった。 

 

 ⑤全登録者の障害の内訳について示したものが、図表９である。なお、未確定・未診断の

障害は除外し、障害が複数ある児童については、それぞれに含めている。図表を見ると、

知的障害の割合がもっとも多く、次いで発達障害、身体障害の割合が高くなっている。 

 

18.2

12.1

81.8

18.2

84.8

48.5

9.1

9.1

12.1

6.1

3.0

21.2

3.0

15.2

0.0

3.0

9.1

0.0

24.2

3.0

21.2

42.4

0.0

24.2

0.0

6.1

6.1

6.1

6.1

6.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①身体障害

(N=33)

②知的障害

(N=33)

③精神障害

(N=33)

④発達障害

(N=33)

⑤難病

(N=33)

図表９ 登録者の障害種別割合

０％ １～２５％ ２６～５０％ ５１～７５％ ７６～１００％ 無回答
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 ⑥全登録者の学年は、小学１・２年生が3.8名（SD=3.4）、小学３・４年生が3.5名（SD=3.2）、

小学５・６年生が 3.5 名（SD=3.5）、中学生が 3.6 名（SD=4.0）、高校生が 2.8 名（SD=3.9）、

高校卒業者が 0.7 名（SD=2.3）であった。顕著に多いあるいは少ない学年はないが、比

較的高校生以上が少ないことがわかる。 

 

 ⑦2016 年１月末時点における平日のプログラムの中で、身体を使うスポーツ・レクリエ

ーション活動を取り入れているか尋ねたところ、33 施設中 27 施設（81.8%）が「取り

入れている」と回答していた。取り入れている場合の週当たりの実施回数の平均は、2.3

回（SD=1.6）であり、週平均で 70.5 分（SD=84.3）の実施時間となっていた。もっと

も多くて 450 分（7.5 時間）であった。 

 

 ⑧長期期間中のプラグラムについても、同様の質問をしている。身体を使うスポーツ・レ

クリエーション活動を取り入れているところは、33 施設中 25 施設（75.8%）であった。

また、取り入れている場合の週当たりの実施回数の平均は、2.4 回（SD=1.6）であり、

週平均で 88.6 分（SD=95.3）の実施時間となっていた。もっとも多くて 450 分（7.5 時

間）であった。長期期間中も身体を使うスポーツ・レクリエーション活動を取り入れて

いる施設では、平日と比べて活動に費やす時間が若干長くなる傾向がみられる。 

 

 ⑨取り入れている場合の実施場所については、図表 10 のような回答が得られた。もっと

も多い回答が、事業所内の施設（66.7%）、次いで公共の施設（55.6%）となっている。 

 

66.7

25.9

55.6

11.1

7.4

0 20 40 60 80

貴事業所内の屋内・屋外施設

障害者スポーツセンター

「アレアス」

２を除く公共の体育館、プール、

運動場、公園

民間の体育館、プール、

運動場、広場

その他 (複数回答)

[%]

全体(N=27)

図表10 活動場所
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  また、選択肢の中でもどの場所をもっとも多く利用しているかを確認するために、身体

を動かす活動全体を 100 とした場合に、それぞれの施設で実施している割合を尋ねてい

る。この問いに対しては、25 事業所から回答が得られた。事業所内の施設は平均で

55.4%(SD=43.0)、障害者スポーツセンター「アレアス」は 6.0%（SD=13.8）、公共の施

設等は 32.2％（SD=36.5）、民間の施設は 1.2％（SD=3.2）、その他の場所は 4.0％（SD=19.6）

であった。５割以上の活動を事業所内の施設等で行っていることがわかる。また、約 26％

の事業所が障害者スポーツセンターを利用してはいるものの、頻度はさほど多くないこ

とが明らかになった。 

 

 

 ⑩環境が整った場合、身体を使うスポーツ・レクリエーション活動をプログラムの中で増

したいという希望があるか尋ねたところ、「とてもある」と「少しある」を合わせると、

87.9％の事業所が増加の意向を示していた（図表 11）。現状では、プログラムに占める

身体を使うスポーツ・レクリエーション活動の割合が低いと認識している事業所が多い

ことがわかる。 

 

 
 

 

 ⑪上記質問⑩において「とてもある」「ある」と回答した理由について尋ねたところ、「利

用者が楽しめる」がもっとも多く 89.7%であった（図表 12 参照）。また、「身体機能の

維持・向上」「プログラムの種類を増やしたい」も５割以上の事業所が理由として挙げて

いた。すなわち半数程度の事業所が、環境が十分整っているとは言えないために、プロ

グラムのメニューを充実させることができていないと感じているということになる。 

 

66.7 21.2 9.1

0.0

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N=33)

図表11 レク活動増加意向の有無

とてもある 少しある あまりない 全くない 無回答
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  一方、質問⑩において「あまりない」「まったくない」と回答した事業所は３ヶ所であ

った。その理由としては、図表 13 のような回答が得られた。 

 

 

89.7
13.8

55.2

3.4

13.8

0.0

51.7

0 20 40 60 80 100

利用者が楽しめる

保護者からの希望がある

身体機能の維持・向上

障害児者の権利として

自宅や学校での活動では不十分

サービス等利用計画に含まれている

プログラムの種類を増やしたい (複数回答)

[%]

全体(N=29)

図表12 レク活動を増やしたい理由

0.0

0.0

33.3

33.3

66.7

33.3

0 20 40 60 80

利用者が

増やすことを希望していない

保護者が

増やすことを希望していない

自宅や学校での活動で十分

サービス等利用計画に

含まれていない

他のプログラムとのバランス

リスクマネジメントに

労力がかかりすぎる (複数回答)

[%]

全体(N=3)

図表13 増やしたくない理由
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⑫身体を使うスポーツ・レクリエーション活動を実施するうえで課題となっていることにつ

いて複数回答で尋ねたところ、６割程度の事業所が「障害者が利用可能な運動施設が近く

にない、または少ない」と感じており、５割程度の事業所が「地域で行われている障害者

向けの運動教室やレクリエーションの情報が得にくい」ことを指摘しており、４割程度の

事業所が「活動場所までの送迎に人手がかかる」「スタッフの中に障害者スポーツやレク

リエーションに関する知識のある者がいないため、どのようなプログラムにすればよいか

わからない」「通常のプログラムよりも個別対応が求められ、人手がかかる」と認識して

いた。このように、場所や人手といった実施環境の課題の他にも、情報不足や職員の知識

不足といった課題があることがわかる。 

 

 

60.6

0.0

6.1

36.4

18.2

48.5

3.0

42.4

45.5

45.5

0.0

0 20 40 60 80

障害者が利用可能な運動施設が

近くにない、または少ない

障害者に対応できる職員が

公共の運動施設にいない

障害者に対応できる職員が

民間の運動施設にいない

障害者向けのスポーツ・レクリエーション教室が

地域に少ない

障害者向けのスポーツ・レクリエーション教室の

種類が少ない

地域で行われている障害者向けの運動教室や

レクリエーションの情報が得にくい

保護者の同意が得られにくい

活動場所までの送迎に人手がかかる

スタッフの中に障害者スポーツやレクリエーションに関する

知識のある者がいないため、どのようなプログラムにすれ

ばよいかわからない

通常のプログラムよりも個別対応が求められ、

人手がかかる

課題は特にない

(複数回答)

[%]

全体(N=33)

図表14 レク活動実施上の課題
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 ⑬障害者スポーツセンター「アレアス」のサービスについて、希望することを尋ねた結果

を示したものが図表 15 である。 

 

 

30.3

18.2

12.1

27.3

21.2

12.1

15.2

18.2

12.1

39.4

9.1

15.2

12.1

12.1

9.1

0 20 40 60

ｱﾚｱｽでの子ども向けのｽﾎﾟｰﾂ教室の

種類を増やす

子ども向けの巡回ｽﾎﾟｰﾂ教室の

種類を増やす

ｱﾚｱｽでの子ども向けのｽﾎﾟｰﾂ教室の

頻度を増やす

子ども向けの巡回ｽﾎﾟｰﾂ教室の

頻度を増やす

ｱﾚｱｽでの

子ども向けのﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの種類を増やす

子ども向けの巡回ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの

種類を増やす

ｱﾚｱｽでの

子ども向けのﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの頻度を増やす

子ども向けの

巡回ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの頻度を増やす

子ども向けの個人ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを提供する

送迎をする

障害者専用日時を延長する

相談態勢を充実させる

障害者ｽﾎﾟｰﾂ関連の

ｲﾍﾞﾝﾄ･大会事業を増やす

特にない

その他

(複数回答)

[%]

全体(N=33)

図表15 「アレアス」への要望
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 ⑭調査票の最後に、自由記述欄を設け、障害児のスポーツやレクリエーション活動につい

ての意見を募った。その結果、次のような意見が寄せられた。 

 子どもたちは気候の変化に影響を受けやすいので室内施設が望ましいが、体育館等は

すぐにうまる、もしくはお金（費用）がかかりすぎ、なかなか利用が出来ない。ただ、

身体を動かしたい子どもたちは沢山いるので、小学校のグランド等使わせていただけ

ると有り難い。 

 

 活動の幅を広げるためにも、障害児スポーツ・レクリエーションについてスタッフが

学べる機会があると嬉しい。もっと巡回スポーツ教室について詳しく知りたい。 

 

 スポーツ・レクリエーションは行いたいが、なかなか場所の確保もしづらい状況（体

育館など）。 

 

 障害の程度に合ったプログラムがあればと感じる時がある。私ども放課後等デイサー

ビスには、普通小学校の特別支援学級の児童が数多く利用している。学校の体育の時

間に行っている内容を好んで活動されるので、そのような内容のプログラムがあった

らよいと感じている。 

 

 日中活動の中でゲーム遊びとしての運動、トランポリン遊びは行っているが、障害者

のスポーツとなると不十分。月に１階でも巡回してもらえたらと思う。また、重度の

肢体不自由の方に対して提供のあり方も（どういうスポーツにどう参加してもらえる

のか。風船バレー等はしているが）日々の課題。１日の利用数を考えると、スタッフ

のみで公共機関（アレアスも含む）へ外出することは困難。少人数ずつローテーショ

ンしたりするとしても、なかなか難しい。（高学年の場合）平日は学校が終わるのが

遅いので絶対不可能。 

 

 障害児も、その人らしくスポーツやレクリエーションを楽しめる環境を整えて欲しい。 

 

 療育手帳による割引がある施設は重宝している。離れてても、人手がかかってもいろ

いろなところに連れて行ってあげたいのが本音。そのためにも割引できる施設を増や

していただけると幸いです。 

 

 利用者のストレスを考えると、集団よりも個別のプログラムが必要ではないかと思う。 
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5. 考察 

 本研究の目的は、①北九州市内で障害者の計画相談に携わっているる専門職の、身体を

動かすレクリエーション活動やスポーツ活動に対する認識を明らかにすること、および②

障害をもつ子どもたちにサービスを提供している放課後等デイサービスの、身体を動かす

レクリエーション活動やスポーツ活動に対する認識や、実施するうえでの課題に対する認

識を明らかにすることであった。 

 得られた結果からは、障害福祉に携わる専門職が、身体を動かすレクリエーション活動

やスポーツ活動を重要と認識しており、積極的にサービス等利用計画や、日常の活動に取

り入れたいと希望していることが明らかになった。その理由としては、障害者の権利とい

うよりも、むしろより現実的な健康管理や生活の質の向上といった点が挙げられていた。 

 しかしその一方で、本人が身体を動かす活動を望んでいないという理由から、サービス

等利用計画に含めることが難しいことが明らかになっている。障害ゆえに身体を動かすこ

とが億劫になったり、人と会うことを好まないため、本人の直接的な発言のみに依拠した

支援計画を作成すると、どうしても障害者本人がやりたくないことはやらないということ

が起こりがちである。このような運動に対する拒否感への対応として、散歩やラジオ体操

など軽度な身体運動を計画に含める工夫が示されていた。相談支援専門員や実際に支援に

あたる職員の創意工夫をいかに広げ、本人に身体活動に興味を持ってもらうかが課題とし

て挙げられる。 

 また、身体を動かすことは一つの習慣でもあるため、幼少期の頃から身体を動かす習慣

を身につけて行くことが、成人してからも継続的にレクリエーションやスポーツ活動を続

けて行くうえでの鍵と推察される。 

 しかし、現状では特別支援学校での運動系のクラブ活動はほとんど見受けられない。そ

のため、自宅で家族と一緒に行うということが無ければ、放課後等デイサービスやその他

の福祉事業所での取り組みに委ねられるということになる。ノーマライゼーションの理念

に沿えば、家族とレクリエーションやスポーツをするだけでなく、学校やスポーツクラブ

やサークルで、福祉サービスを受けながらも、他の人々と一緒に、あるいは個別に身体を

動かす機会を増やすことを検討していくことが求められる。だが、現実的には放課後等デ

イサービスでのレクリエーション・スポーツは、活動場所や費用、専門的知識を持った人

材の不足、情報不足、移動の問題といった多様な壁により、阻まれていることが明らかに

なった。ここ数年で放課後等デイサービスの数は急増しており、その中でいかに取り組み

の質の高さを担保して行くかが課題となっている。この意味では、事業所におけるプログ

ラムについて助言をするような人材も、今後必要になろう。利用する障害者は多種多様で

あり、個々に合ったサービスを提供して行くのは容易ではないが、障害者差別解消法の施

-  58  -



行に鑑みると、本調査で指摘されている環境の障壁、すなわち場所や費用、移動の問題は

特に真剣に取り組んで行くべき課題として指摘できる。また、障害者のレクリエーション

やスポーツ活動について、専門的知識を持った者の活用を検討していくことが求められて

いる。 

  

6. まとめ 

 本研究の目的は、①北九州市内で障害者の計画相談にたずさわっている専門職の、身体を

動かすレクリエーション活動やスポーツ活動に対する認識を明らかにすること、および②

障害をもつ子どもたちにサービスを提供している放課後等デイサービスの、身体を動かす

レクリエーション活動やスポーツ活動に対する認識や、実施するうえでの課題に対する認

識を明らかにすることであった。 

 北九州市内の 68 ヶ所の指定相談支援事業所および 69 ヶ所の放課後等デイサービスを対

象にアンケート調査した結果、障害福祉に携わる専門職は、身体を使う活動を積極的に余

暇活動に含めたいと希望しているが、本人の意向を尊重した計画策定においては含めるの

が容易ではないことが明らかになった。また、地域で身体を使ったレクリエーションやス

ポーツをするうえでは、場所や費用、人材、移動という点で、大きな障壁があることがあ

きらかになった。 

 

謝辞：お忙しい中、アンケートの回答にご協力くださった北九州市の障害福祉関係者の方々

に心より御礼申し上げます。 

 

【参考資料】 

調査票 
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2016 年２月８日 

 

障害者のスポーツ・レクリエーション活動に関する 

アンケート調査へのご協力のお願い 
 

 2017 年４月からの障害者差別解消法施行が象徴するように、障害の有無にかかわら
ず、誰もが安心して生活できる仕組みを社会の中につくっていくことが、地域における
喫緊の課題となっています。また、2020 年の東京オリンピック・パラリンピックの開
催をきっかけに、車椅子バスケットボールや車椅子テニス等の障害者スポーツが注目さ
れるようになってきました。しかし、障害児者が地域において、障害のない人々と同様
にスポーツ活動やレクリエーション活動を楽しむことにはハード面・ソフト面でいくつ
かの課題があると考えられます。  
 この調査では、障害児者の計画相談にたずさわっている方々の、身体を動かすレクリ
エーション活動やスポーツ活動に対する認識を明らかにすることを目的としています。
この調査によって得られた情報は、他の目的以外には使用いたしません。結果の公表に
あたり、個人や組織にご迷惑をおかけするようなことは一切ございません。 
 ご多忙のところ大変恐れ入りますが、ご協力のほど宜しくお願い申し上げます。なお、
回答にあたっては、下記の点にご配慮いただければ幸いです。 
 

１．相談支援専門員１名につき１つの調査票をご利用ください。なお、調査票
が不足する場合は、恐れ入りますがこの調査票のコピーを作成してご回答
ください。 

２．回答者氏名および事業所名は未記入でも結構です。 
３．提出期日：２月 29日（月）必着 【同封の返信用封筒をご利用ください】 

 

 

《調査に関するお問い合わせ先》 
北九州市立大学 地域戦略研究所 

准教授 深谷 裕 
TEL：093-588-5507（直通） 

                         FAX:093-964-4085 
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 貴事業所で実施している計画相談について教えてください。 
 
 
１．昨年１年間（2015 年）に、あなたが担当した計画相談新規支給決定者の人数を教えてくだ
さい。なお、他の職員と共同でサービス等利用計画を作成した場合も人数に含めてください。   

  （   ）名  

２．１の支給決定者のうち、次の各障害のある人（未確定・未診断の障害は除外/障害者手帳の
有無については問わない）はどの程度いますか。なお、障害が複数ある場合については、そ
れぞれに含めてください。【例】身体障害と知的障害の重複の場合→身体障害と知的障害の両方に含める。 

 ①身体障害  1)0％ 2)1～25%  3)26～50%  4)51～75%  5)76～100% 
 ②知的障害  1)0％ 2)1～25%  3)26～50%  4)51～75%  5)76～100% 
 ③精神障害  1)0％ 2)1～25%  3)26～50%  4)51～75%  5)76～100% 
 ④発達障害  1)0％ 2)1～25%  3)26～50%  4)51～75%  5)76～100% 
 ⑤難病    1)0％ 2)1～25%  3)26～50%  4)51～75%  5)76～100% 
 

３．１の支給決定者の年齢層について教えてください。 
 ①児童（  ）名 ②20 代（  ）名 ③30 代（  ）名 
 ④40 代（  ）名  ⑤50 代（  ）名  ⑥60 代（  ）名 
 

４．２で回答した各障害のある人について、サービス等利用計画の中にどの程度身体を使うスポ
ーツ・レクリエーション活動を含めましたか。だいたいで結構ですので、各障害についても
っともよく当てはまる番号に○をつけてください。 

  【例：知的障害者 10 名のうち３名について含めている→30%】 
 ①身体障害  1)0％ 2)1～25%  3)26～50%  4)51～75%  5)76～100% 
 ②知的障害  1)0％ 2)1～25%  3)26～50%  4)51～75%  5)76～100% 
 ③精神障害  1)0％ 2)1～25%  3)26～50%  4)51～75%  5)76～100% 
 ④発達障害  1)0％ 2)1～25%  3)26～50%  4)51～75%  5)76～100% 
 ⑤難病    1)0％ 2)1～25%  3)26～50%  4)51～75%  5)76～100% 
 

-  61  -



５．質問４において身体障害
．．．．

と難病
．．．

以外で
．．．

１つでも 0％の回答がある方にお聞きします（それ以
外の方は質問６に進んでください）。その理由として、次のうちもっともよく当てはまるもの
２つに○をつけてください。 

   １）余暇活動をサービス等利用計画に含める必要性は感じられない 
   ２）身体を動かすことではない余暇活動をサービス等利用計画に含めている 
   ３）本人が望んでいない 
   ４）保護者が望んでいない 
   ５）スポーツやレクリエーション活動をしている支援機関の情報がない 
   ６）スポーツやレクリエーション活動をしている支援機関が近くにない 
   ７）必要性は感じているが、どのようにサービス等利用計画に含めていいかわからない 
   ８）余暇活動よりも本人に必要なことが他にたくさんある 
   ９）その他（                           ） 
 
 
６．スポーツ・レクリエーション活動を提供する支援機関として具体的にどのような事業所、個
人を想定していますか。当てはまる番号すべてに○をつけてください。 

   １）放課後等デイサービスを実施している事業所 
   ２）グループホーム 
   ３）就労支援事業所 
   ４）地域生活支援事業を行っている事業所 
   ５）相談支援事業所（地域移行支援・地域定着支援を実施している事業所） 
   ６）障害者スポーツセンター「アレアス」 
   ７）民間の体育館、プール、スポーツジム等 
   ８）家族や友人 
   ９）特に想定していない 
   10）その他〈具体的に                    〉 
   11）計画にレクリエーション活動を含めていない（質問 4がすべて 0%） 
 
 
７．環境が整った場合、身体を使うスポーツ・レクリエーション活動を障害の程度に応じてサー
ビス等利用計画の中で増したいという希望はありますか。 

    １）とてもある  ２）少しある    ３）あまりない  ４）全くない 
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８．質問７の理由を、該当する選択肢の中から選んで○をつけてください（２つまで選択可能）。 

①「とてもある」「少しある」と答えた方 ②「あまりない」「全くない」と答えた方 

１）本人の身体機能の維持・向上によい 
２）保護者からの希望にそえる 
３）障害児者の権利として 
４）自宅や学校での活動では不十分 

１）本人が希望していない 
２）保護者が希望していない 
３）自宅や学校での活動で十分 
４）余暇活動は計画の中に含む必要はない 
５）他のことを優先すべき 

 
 
９．実務経験の長さを教えてください。 

      ①相談支援業務歴（  ）年 
    ＋ ②直接支援業務歴（  ）年  
            合計（  ）年程度 
 
 
10．どのような資格をおもちですか。当てはまる番号すべてに○をつけてください。 
  １）社会福祉士  ２）精神保健福祉士  ３）介護福祉士  ４）保育士 
  ５）作業療法士  ６）看護師  ７）保健師  ８）臨床心理士 ９）ケアマネージャー 
  10）ホームヘルパー 11）理学療法士  12）栄養士  13）社会福祉主事 
  14）その他（            ） 15）とくに資格はもっていない 
 
 
11．サービス等利用計画の中に障害児者のスポーツ・レクリエーション活動を含めることにつ

いて、自由にご意見をお書きください。 
                                          
                                          
                                          
                                          

   
 

ご協力ありがとうございました 

＊相談支援業務：日常生活の自立に関す
る相談に応じ、助言・指導等の支援を行う
業務 
＊直接支援業務：入浴・排泄・食事等の
介護、介護に関する指導の業務 
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2016 年２月８日 

 

障害者のスポーツ・レクリエーション活動に関する 

アンケート調査へのご協力のお願い 
 

 2017 年４月からの障害者差別解消法施行が象徴するように、障害の有無にかかわら
ず、誰もが安心して生活できる仕組みを社会の中につくっていくことが、地域における
喫緊の課題となっています。また、2020 年の東京オリンピック・パラリンピックの開
催をきっかけに、車椅子バスケットボールや車椅子テニス等の障害者スポーツが注目さ
れるようになってきました。しかし、障害児者が地域において、障害のない人々と同様
にスポーツ活動やレクリエーション活動を楽しむことにはハード面・ソフト面でいくつ
かの課題があると考えられます。  
 この調査では、障害をもつ子どもたちに関わっている専門職の方々の、身体を動かす
レクリエーション活動やスポーツ活動に対する認識や、実施するうえでの課題に対する
認識を明らかにすることを目的としています。この調査によって得られた情報は、他の
目的以外には使用いたしません。結果の公表にあたり、個人や組織にご迷惑をおかけす
るようなことは一切ございません。 
 ご多忙のところ大変恐れ入りますが、ご協力のほど宜しくお願い申し上げます。なお、
回答にあたっては、下記の点にご配慮いただければ幸いです。 
 

１．放課後等デイサービスのプログラム責任者の方１名が、ご回答ください。 
２．回答者氏名および事業所名は未記入でも結構です。 
３．提出期日：２月 29日（月）必着 【同封の返信用封筒をご利用ください】 

 

 

 

《調査に関するお問い合わせ先》 
北九州市立大学 地域戦略研究所 

准教授 深谷 裕 
TEL：093-588-5507（直通） 

                         FAX:093-964-4085 
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 貴事業所で提供している放課後等デイサービスについて、該当する数字を記入し、またもっ
ともよく当てはまる番号１つに○をつけてください。 
 
１．先月末時点の全登録者数を教えてください。  （   ）名 

２．先月、実際にサービスを利用した児童は全部で何名程度ですか。   （   ）名程度 

３．先月の平日のサービス利用者は１日平均何名程度ですか。  （   ）名程度 

４．長期休暇等、平日以外のサービス利用者は１日何名程度ですか。  （   ）名程度 

５．１で回答した全登録者のうち、次の各障害のある児童（未確定・未診断の障害は除外/手
帳の有無は問わない）はどの程度いますか。なお、障害が複数ある児童については、それ
ぞれに含めてください。【例】身体障害と知的障害の重複の場合→身体障害と知的障害の両方に含める。 

 ①身体障害  1)0％ 2)1～25%  3)26～50%  4)51～75%  5)76～100% 
 ②知的障害  1)0％ 2)1～25%  3)26～50%  4)51～75%  5)76～100% 
 ③精神障害  1)0％ 2)1～25%  3)26～50%  4)51～75%  5)76～100% 
 ④発達障害  1)0％ 2)1～25%  3)26～50%  4)51～75%  5)76～100% 
 ⑤難病    1)0％ 2)1～25%  3)26～50%  4)51～75%  5)76～100% 
 
６．全登録者の先月末時点での学年について教えてください。 
 ①小学 1・2 年生（  ）名 ②小学 3・４年生（  ）名 ③小学 5・6年生（  ）名 
 ④中学生（  ）名  ⑤高校生（  ）名  ⑥高校卒業（  ）名 
 
７．先月末時点における平日のプログラムのうち、身体を使うスポーツ・レクリエーション活
動を取り入れていますか。また、取り入れている場合はどの程度ですか？  

   １）取り入れていない（質問 10 へ進む） 
   ２）取り入れている（合計   回/週、合計   分※/週） ※移動時間を除く 

    【例】２週に１回、30 分程度の場合→週合計 0.5 回、合計約 15 分 
 

８．長期休暇中等、平日以外のプログラムのうち、身体を使うスポーツ・レクリエーション活
動を取り入れていますか。また、取り入れている場合はどの程度ですか？  

   １）取り入れていない（質問 10 へ進む） 
   ２）取り入れている（合計   回/週、合計   分※/週） ※移動時間を除く 
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９．「取り入れている」と答えた方にお聞きします。これらの活動はどこで実施していますか。
利用している場所の番号に○をつけ、その割合を教えてください。 

   １）貴事業所内の屋内・屋外施設（  ）％   
   ２）障害者スポーツセンター「アレアス」（  ）％ 
   ３）２を除く公共の体育館、プール、運動場、公園（  ）％ 
   ４）民間の体育館、プール、運動場、広場（  ）％ 
   ５）その他〈具体的に                〉（  ）％ 
 
10．環境が整った場合、身体を使うスポーツ・レクリエーション活動をプログラムの中で増し
たいという希望はありますか。当てはまる番号１つに○をつけてください。 

    １）とてもある  ２）少しある    ３）あまりない  ４）全くない 
 
11．質問 10 の理由を該当する選択肢の中から選び○をつけてください（２つまで選択可能）。 

①「とてもある」「少しある」と答えた方 ②「あまりない」「全くない」と答えた方 

１）利用者が楽しめる 
２）保護者からの希望がある 
３）身体機能の維持・向上 
４）障害児者の権利として 
５）自宅や学校での活動では不十分 
６）サービス等利用計画に含まれている 
７）プログラムの種類を増やしたい 

１）利用者が増やすことを希望していない 
２）保護者が増やすことを希望していない 
３）自宅や学校での活動で十分 
４）サービス等利用計画に含まれていない 
５）他のプログラムとのバランス 
６）リスクマネジメントに労力がかかりすぎる 

 
12．身体を使うスポーツ・レクリエーション活動を実施する上で課題となっていることを選び
○をつけてください（複数選択可能）。 

   １）障害者が利用可能な運動施設が近くにない、または少ない 
   ２）障害者に対応できる職員が公共の運動施設にいない 
   ３）障害者に対応できる職員が民間の運動施設にいない 
   ４）障害者向けのスポーツ・レクリエーション教室が地域に少ない 
   ５）障害者向けのスポーツ・レクリエーション教室の種類が少ない 
   ６）地域で行われている障害者向けの運動教室やレクリエーションの情報が得にくい。 
   ７）保護者の同意が得られにくい 
   ８）活動場所までの送迎に人手がかかる 
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   ９）スタッフの中に障害者スポーツやレクリエーションに関する知識のある者がいない
ため、どのようなプログラムにすればよいかわからない 

   10）通常のプログラムよりも個別対応が求められ、人手がかかる 
   11）課題は特にない 
 
13．障害者スポーツセンター「アレアス」のサービスについて、希望することを次の中から 3

つ選び○をつけてください。 
   １）アレアスでの子ども向けのスポーツ教室の種類を増やす 
   ２）子ども向けの巡回スポーツ教室の種類を増やす 
   ３）アレアスでの子ども向けのスポーツ教室の頻度を増やす 
   ４）子ども向けの巡回スポーツ教室の頻度を増やす 
   ５）アレアスでの子ども向けのレクリエーション・プログラムの種類を増やす 
   ６）子ども向けの巡回レクリエーション・プログラムの種類を増やす 
   ７）アレアスでの子ども向けのレクリエーション・プログラムの頻度を増やす 
   ８）子ども向けの巡回レクリエーション・プログラムの頻度を増やす 
   ９）子ども向けの個人プログラムを提供する 
   10）送迎をする 
   11）障害者専用日時※を延長する 
    ※現在は障害者専用日は木曜 12-21 時と日曜 9-12 時（体育館・小スタジオ・会議室・多目的室は除く） 
   12）相談態勢を充実させる 
   13）障害者スポーツ関連のイベント・大会事業を増やす 
   14）特にない 
   15）その他（具体的に                           ） 
 
14．障害児のスポーツ・レクリエーション活動について、自由にご意見をお書きください。 
                                          
                                          
                                          
                                          

 
 

ご協力ありがとうございました 
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